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当委員会は、令和４年の設置以来、約３年間に５回の委員会を開催し、中小企業の生産性
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果についてご報告します。
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１ 調査・研究テーマについて

  

  雇用の７割・付加価値額の約５割を占めるといわれる中小企業・小規模事業者は、地

域のコミュニティ・経済・文化・課題解決の担い手として核心的存在であり、地域経済

基盤を維持し、地域のニーズに細やかに対応する役割を担っている。

  しかし、地域の中小企業・小規模事業者をとりまく環境は、下記のとおり依然として

厳しい状況に直面していることから、今期委員会では、「人材確保・定着や労働生産性

の向上など」をテーマに調査・研究を行った。

●円安・物価高の継続や金利のある世界の到来による生産・投資コストが増加している。

●経常利益は長期的には上昇傾向で推移しているが、大企業との比較においては伸び率

が鈍化しており、その差は拡大傾向にある。

●労働分配率（付加価値額に占める人件費の割合）は８割近いが、殆どの業種で深刻な

人手不足にある。

●2024 年の春季労使交渉では、約 30 年ぶりの賃上げ率を達成し、＋4.5％に迫る水準

であったが、大企業は+5%超えでその差は拡大しており、更なる賃上げ余力は厳しい状

況にある。

●人材流出を防ぐために、防衛的な賃上げに取り組む企業も増えているが、今後も大企

業との格差が開いていけば、大企業への人材流出がさらに加速していく懸念がある。

●少子高齢化の進展により、地域の労働供給量は今後ますます減少していく中で、若者

の採用が難しい。

２ 委員会の活動経過



- 2 -

（１）第１回正副委員長会議（令和５(2023)年２月２４日）

ア 議 題

（ア）第４８期 企業経営委員会について

（イ）テーマについて

（ウ）委員会の進め方（スケジュール等）について

イ 出席者 ５人（正副委員長２人・事務局３人）

（２）第１回委員会（令和５(2023)年５月１５日）

ア 議 題

（ア）委員会の進め方について

（イ）当委員会の調査・研究テーマについて

イ 概 要

    前期委員会の調査・研究テーマ（ＳＤＧｓ等）について振り返り、今期委員会の

テーマについて意見交換を行った。生産年齢人口の減少や働き方改革を背景に人手

不足が問題となっており、中小企業にとっては人材確保・定着が喫緊の課題である

といった意見が多くあった。

ウ 出席者 １５人（委員９人・事務局６人）

（３）第２回委員会（令和５(2023)年９月６日）

（第一部）

ア 議 題

（ア）第１回委員会の振り返り

（イ）説明

  ａ テーマ 2023 年版中小企業白書・小規模企業白書のポイントについて

  ｂ 説明者 経営支援部 平山

イ 概 要

    事務局から、第 1 回委員会の振り返りおよび 2023 年版中小・小規模企業白書の

概要を説明し、意見交換を行った。

ウ 出席者 １４人（委員８人・事務局６人）

  （第二部）

  ア 情報交換会（懇親会）

  イ 出席者 １１人（委員７人・事務局４人）

（４）第２回正副委員長会議（令和６(2020)年１月１９日）

ア 議 題

（ア）第１回・第２回委員会の振り返り

（イ）今後の進め方について

  イ 概 要

    第１回・第２回委員会における委員意見を振り返り、人手不足や人材確保・定着

に関する発言が多かったことから、地元大学の就職担当者を招聘し、調査・研究を

進めることとなった。

  ウ 出席者 ５人（正副委員長２人・事務局３人）

（５）第３回委員会（令和６(2024)年５月１６日）
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  ア 講 話

  （ア）テーマ 学生の就職観、宇都宮大学の就職・キャリア支援の取り組みについて

  （イ）講 師 国立大学法人宇都宮大学 就職・キャリア支援センター

          副センター長 森田 佐知子 氏

          （データサイエンス経営学部 准教授）

  イ 概 要

    宇都宮大学のキャリア支援・就職支援や学部ごとの特徴や、Ｚ世代と言われる学

生の情報源やインターンシップへの取り組み、仕事の選び方や考え方等について説

明を受け、質疑応答を行った。

  ウ 出席者 １２人（委員６人、事務局５人、講師１人）

    

（６）第４回委員会（令和７(2025)年２月２６日）

  ア 講 話

（ア）テーマ 宇都宮市の地元中小企業・小規模事業者への支援施策について

  （イ）説明者 宇都宮市 経済部 商工振興課 課長 岡田 剛博 氏

イ 概 要

宇都宮市の令和７年度施策について、地域中小企業の人材確保・育成支援および

ＩＣＴ活用・生産性向上支援施策を中心に説明を受け、質疑応答・意見交換を行っ

た。

ウ 出席者 １３人（委員７人、事務局３人、宇都宮市３人）

（７）第５回委員会（令和７(2025)年９月４日）

  ア 議 題 企業経営委員会活動報告書（案）について

イ 概 要

    当委員会の調査・研究内容をまとめた活動報告書（案）について、質疑応答・意

見交換を行った。

ウ 出席者 １２人（委員６人、事務局６人）

（８）第３回正副委員長会議（令和７(2025)年１０月３日）

  ア 議 題 企業経営委員会活動報告書（案）について

  イ 概 要

    当委員会の活動報告書をまとめた。

  ウ 出席者 ６人（正副委員長２人・事務局４人）

３ 主な委員意見
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（１）企業の生産性向上のためのデジタル化・リスキリングへの支援について

＜委員意見＞

●ＩＴコーディネーターと連携し、デジタル化の要点を整理することは重要だと思う。

当社の業務はまだ紙で処理しているものも多く、ＩＣＴで合理化・効率化できること、

出来ないものを明確にし、人が少なくてもオペレーションできるようにすることが経営

課題である。

●当社はＩＴ関連会社であるが、人材不足の状況は同じである。

  コロナ禍で在宅勤務が始まったころ、人材が地方に流れるのではないかと予測してい

たが、首都圏の会社から年収１．５倍やフルリモートでＯＫといった条件を出され、逆

に流出してしまった。地域のＩＴ業界ではこういった現状もあり、地域でデジタル人材

の育成や定着につながる支援があればありがたい。

＜要 約＞

ア デジタル化の重要性

   紙ベースでの業務が多いため、ＩＴ活用で効率化し、少人数でもオペレーショ

ンができる体制を作ることが経営課題となっている。

イ 地域でのＩＴ人材不足

   ＩＴ関連企業であっても人材不足が深刻である。コロナ禍で地方に人材が流入

すると予測したが、首都圏の高待遇条件により人材が流出した。地域でのＩＴ人

材育成と定着支援が必要である。

ウ 中小企業のデジタル化の遅れ

   ＩＴサービスにおいて、中堅企業には比較的楽に仕事が進むが、中小・零細企

業ではコストがかかり、デジタル化や生産性向上が進まない。

エ 経営者向けデジタル化の勉強会

  ・ＤＸやＡＩに対してアレルギー的な反応を示す経営者に対しては、経営者が普

段使うエクセルやパワーポイントでＡＩを使うとどうなるか、具体的な効果を示

すことで気づきを与えることができる。

・経営者に気づきを与える勉強会を実施することで、企業のデジタル化を加速さ

せることができる。

オ 人材獲得競争と魅力的な企業づくり

   人手不足の中で、企業は魅力的な環境を作り、選ばれる企業になることが求め

られる。女性・高齢者などの多様な人材が活躍できる労働環境の整備や、デジタ

ル化・機械化による生産性向上が必要である。

カ 人材育成とリスキリング

   生産性向上にはスキルのある人材が必要だが、その人材はより良い環境の企業

に流れてしまう。教育を通じてスキルを持った人材を育成し、会社に定着させる

ビジョンが求められる。
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●ＩＴビジネスにおいて、中堅企業に対する仕事は非常に楽である。一方で、中小・零

細企業に対する仕事は非常に手間がかかり、その分のコストもなかなか出てこないので

デジタル化は進まない。それゆえ生産性向上もなかなか進まないと考える。

●中小企業の経営者には、ＡＩをもっと活用してもらいたい。経営者でもエクセルやパ

ワーポイントなどを使っていると思うが、例えばマイクロソフトであれば、Copilot と

いうＡＩを使うともっと早くパワーポイントの資料が作れる。また、キントーンなどの

ノーコードのクラウドアプリなど便利なものがある。

  そういったＩＴ活用の勉強会を経営者向けに実施して、出来る事について気づきを与

えることができれば、企業内のＡＩ利用が加速するのではないかと思っている。

●ＤＸが進まない経営者には、ＡＩやＤＸといった言葉に対し、ＩＴに関する土壌のよ

うなものが無いためアレルギー反応のようなものがあると感じる。

    

●経営者に真正面からソフトの説明をしたところで理解してもらえない。まずは何が出

来るのかという結果を見てもらうことが大事だと思う。

  例えば、当者は顧客管理ソフトを扱っているが、実際に事例として、出来るもの・結

果を先に見てもらい、判断してもらっている。

  そういう結論から、こうなると良いよねというあるべき姿を見てもらい、そのために

は、こういう手段がありますという具体的なソフトウェアの話をしている。

●経営者目線で行くと人手不足で大変な状況であるが、労働者目線でいくと選び放題と

いう時代にある。その目線から考えたときに、やはり魅力ある企業にならなければなら

ないと考える。生産性を向上し、より良い環境を作らなければならない。

●人材育成・リスキリングは重要なキーワードであると思っている。

  生産性を高めるには、ある程度のスキルを持った人材が必要であるが、そのスキルを

持った人材はもっと良い環境の会社に行ってしまうので、ある程度の人たちを教育して、

ある程度のレベルまで持っていって、生産性を高めていくという明確なビジネスプラン

やビジョンを持った会社でないと、人が来ないし、親としても行かせたくないと考えて

しまう。

●仕事の内容によってキャリアアップしながら、給料を上げられるような会社・働き方

であれば、新卒採用は意味がある。仕事に慣れ、文化に慣れ、役割を得て成長し、将来

的に社長になってもらう者が見つかれば幸せである。しかし、大方そうではないとする

と、若者だけをターゲットにした採用活動だけではなく、高齢者の採用や設備投資など、

別の視点を持つべきである。

  人が居ないのであれば、機械にやらせることで一人の何倍も働く場合がある。企業を

存続させるのであれば、そういった視点で考えることも必要だと思う。

●委員会では女性からの意見も必要である。女性の活躍も重要であり、女性が働きやす

い環境づくりも課題である。
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（２）企業の採用活動への支援について

＜委員意見＞

●今、どの業種も抱えている問題は人材不足であり、どうすれば働き甲斐が出て企業の

成長に繋がるのかにフォーカスし、自社の人材採用に繋げなければならない。

●ビジネスが大きく変化しており、常識が非常識になっている。

これまでの採用活動においては新聞・雑誌の広告が普通であった。しかし、今の学生

はそれらの媒体を見ておらず、スマホの情報が入り口となっている。急激な時代の変化

を感じる。

＜要 約＞

ア 人材不足と採用の課題

  ・企業はどこも人材不足に直面しており、特に若者の採用に苦労している。

・これまでの採用手法が通用せず、スマホ・ＳＮＳ対応の必要性を感じている。

・若者の価値観や職業観を理解し、自社のＰＲを工夫することが課題である。

イ 働き方・企業の魅力づくり

・最近の若者は特に休みが取れることを重要視している。

・社屋のリニューアルやフリーアドレス、テレワークを導入し、自由で柔軟な働

き方を提供した。しかし、自由な環境で成果を上げる仕組み作りには課題がある。

ウ 採用活動の工夫と支援ニーズ

  ・自社ホームページの求人戦略は、ターゲットを明確化することと改善のＰＤＣ

Ａが重要である。

・若者だけではなく、副業人材や女性・シニア人材等の多様な人材活用も重要で

ある。

・学生の奨学金返還への支援や宇都宮市の奨学金支援制度を活用して、学生に対

するアピールを強化することは重要である。

・小規模企業はマンパワー不足であり、合同説明会や採用イベントに参加する際

の準備や効果的なプレゼンに対して不安を感じている。

エ 従業員定着と組織運営

・給与体系の透明化や公平性を重視し、定着率向上を目指している。

・有給休暇を段階的に増加させ、従業員の定着や求人に繋げようとしている。

・スキルの高い高齢従業員の活躍が望まれるため、健康経営が課題である。

・40～50 代の中途採用にあたっては、希望する条件面で既存の従業員との公平性

の確保が難しい。

オ 若者の職業観と企業側のギャップ

・最近の学生は「保証・安定」や「奉仕・社会貢献」、「生活様式」に重きを置く傾

向があり、ビジョン型の長期的な視点を持つ学生が少ないと感じている。

・企業は、採用から１０年は我慢して一人前と考える一方で、今の若者は真面目

に勉強しており１～２年で完成形と思いがちに見える。
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●若者が何を考えているのか分からないことが多いと感じる。どうやって自社をＰＲす

べきか、若者の考え方を理解し、円滑にしていくにはどうしたら良いか検討することも

必要と感じる。

●採用において人が集まらない。やり方が古いのかもしれない。情報系の人は給与体系

を見ると辞退されてしまう。従業員には健康に頑張ってもらうとともに、いかに生産性

を高めていくかを考えている。

●当社は燃料を扱うことから行政と災害に関する協定を結んでいる。有事の際は、地域

に対して安定供給が求められるため、人材確保は重要な課題である。

  ガソリンスタンド運営や燃料配送の仕事は、夏は暑く冬は寒い大変な仕事なので、若

年層が確保出来ずに平均年齢の高齢化が進んでいる。

自社の魅力をどのようにすれば若者に伝わるのか考えている。若者に情報が届くよう、

ホームページのスマホ対応等に取り組んでいる。

●ホームページについては何をコンセプトに作るかが重要である。会社のパンフレット

の内容をあれもこれもＨＰに記載する旧態依然のやり方ではいけない。

求人であれば求人に特化し、営業用のＨＰと同様に、ターゲットが改善したい悩みに

対してその糸口や導入事例を書き綴る必要がある。

自社が、夏場にそれほどでもなく、冬場が繁忙する場合は、たとえば冬場に建設業で、

日雇いで働く出稼ぎ労働者をターゲットとし、それに特化したホームページを作成する

と伝わるのではないか思う。

また、それで一人採用できれば、その人から何故当社を選んだかを掘り下げ、ホーム

ページのコンテンツを改善していくと更にヒット率は改善するかと思われる。

●採用においても、どのような人に来てもらいたいかはこちらの都合であって、こうい

う人なら我が社の仕事をやってもらえる時間があるのではないか、という発想を持つこ

とは重要である。

●全員正社員で業務を行えるのが理想であるが、そのコストに見合った収益を得ること

は難しい。先般、某地銀でも副業解禁といったニュースが流れたが、副業活用は今後増

えていくのではないだろうか。

●求人において選ばれる会社は割とシンプルで、給料が高く、働く時間が短く、休みが

取れるという点である。最近の若者は特に休みが取れることを重要視している。

  当社も人手不足であり、求人コンサルに尋ねると、休みが少ないからではないかと言

われる。人が少ないから休みが増やせないが、休みを増やせないから人が増えないとい

う状況に陥っている。

●近年の学生の職業観をキャリアアンカーから分析すると、「保証・安定」、「奉仕・社

会貢献」、「生活様式」の三現象が多いとのことであったが、それらは目先のもので、も

のすごく近いところを見ているように思われる。遠いところを見るようなビジョン型の

学生は少ないようである。

●採用する側からすると、それぞれの業界で特殊なことは沢山あって、入社後１０年は

我慢してもらわないと使える人材にはならないと考えている。
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  しかし、もし学生が１～２年で自分は完成形になると考えていると、使用者側の考え

とのギャップから２年後には大きな挫折を味わってしまうのではないだろうか。

  今の学生は真面目で一生懸命勉強しており、自分の思い描いている会社や社会に貢献

している姿が、何年たっても遠いことから挫折してしまうようである。

●奨学金の支援については、当社はＪＡＳＳＣＯ（独立行政法人日本学生支援機構）の

奨学金返還支援（代理返還）制度を利用している。

  また、宇都宮市の奨学金返還支援補助金についても登録しているが、現在１６社しか

なく製造業の利用も少ない。ここはアピールしていくべきではないかと考えている。

  採用に向けて、セミナーやイベントにも参加したいと考えているが、なかなか出来て

いない。直近で某大学の合説に手を挙げたが参加できなかった。製造業などに特化した

説明会など、市としてあれば有難いと思う。

●当社は４０周年を迎え、社屋のリニューアルを行った。その際、若者に響かせるには

どうしたら良いかも考えた。自由な服装、テレワークの常態化、ロッカーからＰＣを出

して好きなところに座れるフリーアドレスなど比較的自由な環境にした。

  ハード面の変更は出来たが、はたして自由な環境で目標をもって成果が出るかが課題

であり、仕組みづくりは大変である。

  作業状況の見える化や、上司への報告もＩＣＴを活用し、システムで出来るようにな

った。アンケートを取ると良い評価になった。変化にトライすることで、少しずつ効果

が出始めている。

●宇都宮市の「じぶん×未来フェア」は魅力的な事業だと思う。しかし、我々のような

従業員１０数名の小規模の企業では、他の企業と比べると格が違うと思ってしまう。

  また、マンパワーが無いため、目の前のやらなければならない仕事をこなしている状

況であり、参加しても効果的なプレゼンが出来るか不安である。そういった悩みがある

企業に対するアドバイスやポイント等を教えていただきたいと思う。

  また、人手不足で求人サイトや転職エージェントとタイアップしている。それらが企

画する企業説明会に向けて、資料を整え、きちんと準備すればそれなりに効果も期待で

きるが、実際には準備するとなると、他の仕事を削らなければならない。そういった準

備をするのに何かアドバイスなり支援はないだろうか。

●職務規程の見直しを１年かけて進めている。給与体系の透明性や公平性を確保するこ

とで、従業員の定着率を高めたいと考えている。また、社長が２～３か月不在でも仕事

が回るような組織づくりに取り組んでいる。

  休みが多くないと応募が無いので、有給休暇を毎年少しずつ増やしている状況である。

高齢の従業員はスキルが高いが、現在、病気により２名入院をしてしまっている。元気

であれば 70 歳を超えても働いてもらいたいので、健康経営も課題である。

●中途採用で 40代～50 代の方が多く面接に来るが、この世代の方は、年収や条件など

の希望を自ら提示してくる。しかし、特殊な商品を扱うことから、ゼロスタートで知識

を習得してもらう。希望の年収や条件をすべて飲み込み採用した場合、既存社員の待遇

が相対的に悪くなるケースもあり、不公平感を生じさせてしまう点が難しい。

  世の中の転職のチャンスが広がり、知識をつけてステップアップしましょうという誘

惑にかられ、それに翻弄されて、行き先が見えなくなっている方もいるのではないだろ

うか。
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（３）移住・定住の促進による生産年齢人口の確保について

＜委員意見＞

●２０４５年には秋田県が消滅すると言われている。その時、秋田県の全ての市町村に

おいて、人口の３０％以上は７５歳以上となる。栃木県の高齢化率は全国平均よりも悪

い。

企業は永続して行くものなので、人材確保については２～３年単位ではなく、２０年

単位で考えなければならない。いま採用している体制で、２０年後にはどうなっている

かを考える必要がある。

●平均年齢の高齢化が止まらない。若手を採用したいという気持ちがあるが、今いる社

員で頑張って、我が社の魅力・価値を高めて行かないと、新しく入ってくる社員に納得

してもらえないと思っている。ベテランが元気なうちに、今いる若手にノウハウを承継

していく必要もある。

●移住・定住を促進するため総合的に取り組んでおられるが、関東圏からさらに来ても

らうため、宇都宮の魅力をＰＲしてくれる人材を増やすため、予算をつけていく事がで

きれば良いのではないかと思う。

●宇都宮市のマス媒体の評価（ランキング）について、共働き子育てしやすい街、住み

やすい街といったものがあるが、移住して良かったという意見のランク付けはない。実

際に移住した人たちの評価も集めてアピールしたほうが良いのではないかと感じる。

＜要 約＞

ア 人口減少と高齢化問題

   秋田県では２０４５年に人口の３０％以上が７５歳以上となる予測があり、栃

木県の高齢化率も全国平均を上回っている。企業の人材確保は短期的ではなく長

期的な視点（２０年単位）で考える必要がある。

イ 高齢化と技術の継承

   若者の採用が難しく、社内の平均年齢の高齢化が進んでいる。ベテラン社員が

元気なうちに、今いる若手に知識や経験を引き継いでいくことは急務である。

ウ 移住・定住の促進

   宇都宮市の魅力を広くＰＲできる人材の確保や予算の拡充が必要である。また、

移住後に満足している人たちの評価を公表することで、移住への信頼感や安心感

を高めるべきである。

エ 地方の魅力発信の方向性

   人材の東京圏*一極集中を防ぐには、実際の移住者の満足度に基づいた情報発信

が重要である。首都圏へのアクセスの利便性や生活コストの低さ、ライフスタイ

ルの豊かさをアピールし、「額面上の給与」だけでは測れない地方の利点を伝えて

いく必要がある。
  *東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町の区域（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県・

茨城県の一部）
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●東京の初任給が３０万円４０万円と言われているときに、こちらで２０万円補助しま

すよといっても魅力的ではない。

  実際には、首都圏の人の住宅費は数１０万円かかることや、生活費も物価が高く、魅

力的な遊ぶ場所があるとしても、ライフスタイルを総合的に考えてみたら、結構地方も

良いのではないか、そんな苦しい生活をしなくてよいのではないか、というアピールを

していかないと、一極集中がどんどん進んでいってしまうのではないだろうか。

  どこの地方が移住しやすいなどと言われているが、本当に移住した人が本当に良かっ

たと思っているのかが重要である。額面通りではないということをアピールしていく必

要があると感じる。

●国土交通省の資料「都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）」における

栃木県の「基礎支出」は、高い順では１１位と思ったより安くない。栃木県は、東京に

近い、それなりの所得は確保できる、支出は少ない、よって生活はすごく楽ですよと言

いたいところであるが、そこまで言えるのかよく見ていく必要がある。
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（４）宇都宮市の中小企業支援施策について

＜要 約＞

ア 企業規模による区分けの見直し提案

   産業施策の検討には、「大企業と中小企業」という単純な分け方では不十分であ

る。規模や事業内容に応じた多様な区分と、重点的支援産業の選定が必要である。

イ 「じぶん×未来フェア」の構成改善提案

   業種や企業規模ごとの分類がないと、学生が混乱しやすいため、細分化した構

成が望ましい。

ウ 労働生産性の比較に対する懸念

  ・業種間で単純に労働生産性を比べると、飲食業などは低く見えがちである。比

較するなら経常利益率などを用いるべきである。

  ・例えば、卸売業に分類されていても実態は小売に近いといった場合、業種分類

による統計・評価が実情に合わないこともある。

  ・下請け構造の中で小規模企業の付加価値が低くなる現実があり、生産性が低い

のは構造の問題でもある。

エ 金融支援の見直し提案

   制度融資には工夫の余地あり。繰り返し利用する企業も多く、他の使い道（創

業支援など）を検討すべき。

オ 制度融資と金融機関の課題

   金融機関はボリューム目標があり、本来育てるべき地域企業への融資が進まな

い現実がある。取り扱い件数に応じたインセンティブの導入による実績の可視化

が必要ではないか。

カ 売上向上・販路拡大支援について

・東京ギフトショーに宇都宮商工会議所のブースで出展し、新たな市場の可能性

と手ごたえを感じた。展示会は企業の視野を広げる機会であるため、企業はこう

いった出展支援事業を活用すべきである。

・デジタル化はある程度投資すればできるが、その先の売上ＵＰが重要で、それ

を支援する施策が重要である。

・他都市は地域ぐるみで積極的に出展し、地元企業をＰＲしようとしている。宇

都宮市も出展支援に力を入れるべきだと感じた。

キ キャッシュレス決済の決済手数料について

  キャッシュレス決済の普及に伴い、手数料の高さが中小企業にとって大きな負

担となっている（約３％前半）。利益率が低い業種には厳しく、ＥＣや商業施設で

は交渉も難しい。商工会議所が決済会社と連携し、会員向けに手数料を抑えたサ

ービスを提供してほしい。

  また、宇都宮市ＩＣＴ利活用補助金では、ＰＯＳレジ導入が補助対象となるが、

企業にとってはランニングコストの削減が課題である。ハード導入だけでなく、

決済手数料の補助が望ましい。
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＜委員意見＞

●価格交渉を行い、受け入れてもらえる事業所もあるが、大手企業でなかなかイエスと

言ってもらえないところがいくつかあり苦戦している。

●宇都宮市の産業振興プランをつくる際に、大企業・中小企業・小規模企業といった区

分けはもう殆ど意味が無いのではないかと感じる。国も最近は中堅企業という言葉を使

いだしている。大企業 1％と中小企業 99％で分けただけでは、ほぼ全部が中小企業であ

る。単に中小企業といっても規模や事業内容も違うので、もっと区分を分けて施策を議

論し、市として重点的に支援していかなければならない産業は何かを考えていくべきで

はないかと感じる。

●宇都宮市の「じぶん×未来フェア」についても、企業規模や業種である程度細分化し

たほうが良いのではないか。全部集まるものに出ても良いが、学生からすると目移りし

てしまい、比較も難しく分からなくなってしまうのではないか。

●労働生産性を業種毎に比較すると、自社の飲食サービス業は必ず低いので、全産業と

比較すると劣っていると将来世代に思われかねない。消費者に手の届く価格のものを販

売している業種は建設業にはかなわない。

  経済分析をするにあたり、希望としては、労働生産性の向上は企業にとって大切な指

標であるが、業種を比較するのであれば経常利益率であって、いくらのものをいくらで

売ったかではなく、会社がいくら残したかで比較してほしい。

●宇都宮市の金融対策費について、中小企業事業資金貸付金１６９億については何か工

夫ができるのではないかと感じる。制度を反復して利用する事業所もあるようなのでも

ったいない。金融機関が独自にやれることが多いのではないか。もし他の使い道がある

のであれば、創業支援等いろいろあるのではないかと感じる。

●生産性は付加価値から算出されるため、小規模企業は労働生産性が低い。

  今の商慣行では下請けの上に元受けがあり、さらにその上に大元受けがあるという階

層構造になっているため、値段も付加価値も当然変わってくる。

  そうすると、小規模企業の付加価値が低いのは誰のせいだということに切り込まなけ

ればならない。もちろん自分自身の生産性も低いかもしれないが、商慣行の中で、エン

ドユーザーに行くまでに中抜きしている人がたくさんおり、最後に大企業が売っている

と当然低くなる。

  また、下請けが設備投資をして生産性を高めたら、多分、安くしろって言われると思

われる。構造的なこの問題を取り上げないといけない。

●金融機関は制度融資を取り扱っているが、金融機関にも目標ボリュームがあり、職員

もそれを背負っているため、本来あるべき企業に融資して育てるという動きがあまり出

来ていない。制度融資においては、金融機関に対し、融資１件いくらといったインセン

ティブを与えてくれれば動きが変わると思う。これは、お金がかかってしまう事ではあ

るが、件数をどれだけ取り組んでいるかを見える化することが出来る。

●指標における労働生産性について話題となったが、実際に我が社は企業にモノを卸す

ため卸売業に定義されている。しかし、実際はエンドユーザーに販売し、且つ製造して

いるわけでもないので小売業と同じである。
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  業界シェアはまあまあであるが、何十億と売るわけでもなく、当然、利益率は低い。

業種や統計においてこのように分類されるとキツイと感じることがある。

  製造する力はないのでヒット商品を生み出す事はできず、他力本願ではあるが、特殊

な商品を販売しているのでノウハウ面では強みがある。しかし、お客様と同じ知識があ

って提案できる人材を確保しなければならないため、生産性を上げるということになる

ととても難しい。

●デジタル化に伴い、ある程度作業効率がアップするが、そこで事務員に辞めてもらう

わけにはいかない。設備投資に加えて既存の人件費が変わらない以上、売上アップを図

るしか方法がないと考える。

  デジタル化はある程度投資すればできるが、その先の売上ＵＰが重要で、それを支援

する施策が見えない。東京では、地域企業やベンチャーに対して手厚い支援をしている

と聞いている。

●我が社は非常に業歴が長い会社であり、古い商習慣というのが非常にやっかいである

と感じている。この商習慣を破るために、先日の東京ギフトショーに宇都宮商工会議所

のブースで出展したが、我が社はこれからも伸びるぞという手ごたえがあった。これま

での商売の固定観念が、ああいう場に出ることによって吹き飛んだ。

  宇都宮といえば餃子、餃子の職人が悩んでいるのは油の臭いということで、油の臭い

がとれるシャンプーを出展したら、飲食の業界から問い合わせが殺到した。当社の商品

は違う市場で売れることが分かって非常に良かった。

  また、出展することで、新たな販路の可能性・重要性に気づいた。自分の持っている

ノウハウを異業種のマーケットで高い付加価値を付けることで、売上・生産性を高める

ことが出来る。

  地元企業はそういったチャンスをいかすべきであり、展示会への出展支援はもっと力

を入れるべきである。

  他都市のブースを見ると、新しいイノベーションを興そうと地域ぐるみで売り込みを

掛けており、力の入れ方との差を感じた。視野や世界を広げるチャンスなので、意欲の

ある企業にどんどん出てもらいたいと感じた。

●ＡＩ・ＤＸの活用などやらなければならないことが沢山あるが、売上向上も併せて車

の両輪で動かす必要がある。

●賃上げについては、大企業が５％で中小企業が４％とあったが、ニュースや新聞で差

が開いていると報道されると、それを従業員も見ているし、自社ではそこまでも賃上げ

ができず、代表者として従業員に罪悪感が生じることがある。その差を埋めていく施策

を国には考えてもらいたい。

●キャッシュレス決済が普及しているが、決済手数料が高いと感じる。

一般的な中小企業であると３％の後半の料率を提示されてしまう。

最終消費財を販売する企業の利益率を５％程度と考えると、そのうち３％が持ってい

かれてしまうため非常に厳しい数字である。

ＥＣの決済についても殆どキャッシュレスであり、大型商業施設に出店すれば施設専

用のＰＯＳレジを使用するなど、そもそも料率の交渉が難しいものもある。

商工会議所の会員向けサービスとして、キャッシュレス決済会社と交渉していただき、

会員事業所向けに安価な手数料設定を提供してもらえるとありがたい。
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●宇都宮市ＩＣＴ利活用促進補助金の活用事例について、ＰＯＳレジ導入が掲載されて

いるが、キャッシュレス決済を導入していくうえで一番厳しいのはカード会社の決済手

数料であり、企業規模や信用により料率が変わる。

  ハードを入れるのは簡単であるが、いかにランニングコストを下げて使いこなすかが

課題である。2％後半から 3％半ばという料率は非常に重いので、ハードの導入だけで

はなく、手数料補助など、その後の支援があるとありがたく、キャッシュレスの裾野が

広がるのではないかと思う。
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４ 企業経営委員会の提案・要望

（１）企業の生産性向上のためのデジタル化・リスキリングへの支援について

   生産年齢人口が減少傾向にあるなか、労働者から選ばれる会社になるためには、中

小企業はさらなる設備投資やデジタル化により労働生産性の向上を図り、より良い働

く環境を整備し、魅力ある会社にならなければならないため、次のとおり提案・要望

する。

  ア デジタル人材の確保・育成について

    中小・小規模企業のデジタル化支援は、中堅企業のそれと比較すると、人と時間

をかけたきめ細かな対応が必要となるが、地方のＩＴ業界は人材が不足しているこ

とから、なかなかデジタル化が進まない。

    地域でＩＴ人材を育成・確保し、定着させるための施策を検討するよう宇都宮市

に要望すること。

  イ 経営者のデジタル化の理解促進について

    企業のＡＩ活用やデジタル化の推進は、経営者がリーダーシップを発揮して取り

組まないと進まない。

    経営者にも分かりやすく、身近なソフトウェア（Excel や PowerPoint など）で

ＡＩを使うと、今までよりどれくらい簡単に資料が出来るかといった「結果」を見

てもらうことで気づきを与える経営者向けの勉強会を開催するなど、デジタル化の

理解促進に取り組むこと。

  ウ リスキリングの促進について

    労働生産性を高めるためにはある程度のスキルを持った人材が必要であるが、そ

ういった人材の採用が難しい局面にある。

    特に、ＩＴ人材の確保は難しいため、既存従業員のリスキリングが重要である。

地域中小企業に対するリスキリングの導入支援施策を検討するよう宇都宮市に要

望すること。
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（２）企業の採用活動への支援について

   少子高齢化に加え、若者・女性の首都圏への流出という「二重の人口減少」が進展

する中で、特に若者の採用に苦戦する企業は企業内の平均年齢の上昇に繋がり、将来、

技術の伝承はもとより企業の存続が危ぶまれる。

   自治体や企業、大学等の就職説明会や合同説明会に参加し、将来の採用に繋げたい

と考える企業は多いが、Ｚ世代と呼ばれる若者の就職活動や就職観、価値観は大きく

変化しており、これまでの採用活動では通用しなくなっているので、次のとおり提案・

要望する。

  ア 採用活動への支援について

    採用活動にあたっての各種準備は、規模が小さな企業ほどマンパワーが不足する

ために有効な準備をすることが難しい。中小企業・小規模事業者に対する採用活動

支援に取り組むこと。

  イ 学生の奨学金返済について

    学生の多くは貸与型の奨学金を利用しており、会社選びにおいては返済が大きな

ネックとなっている。給与額や福利厚生施設などを優先して確認し、この壁を乗り

越えた先に「やりがい」や「仕事内容」を検討する学生も多いと聴く。

    採用に繋がる可能性のある制度として、宇都宮市には奨学金返還支援補助金があ

るが、まだ利用企業は少ないため、制度普及や利用促進するよう改善要望すること。

（３）移住・定住の促進による生産年齢人口の確保について
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   宇都宮市の人口推計によると、平成２９(２０１７)年の約５２万人のピークに減少

期に入り、２０５０年には約４２万人にまで減少と見込まれている。高齢化率 (６５

歳以上) は約４割、年少人口(１５歳未満)は約１割、生産年齢人口(１５歳以上～６

５歳未満)は約５割にまで減少すると推計されている。

   地域の労働市場の縮小は、資本力に勝る大企業に対し、地域の中小・小規模事業者

は人材確保において不利な状況になるため事業の存続が危ぶまれることから、   

宇都宮市と一丸になって、移住・定住の促進による社会増を推進していただきたい。

  ア 宇都宮市の魅力発信力の強化について

    効果的に宇都宮の魅力を発信してくれる人材（インフルエンサーなど）を増やす

ための予算をつけるよう宇都宮市に要望すること。

  イ 既存移住者の好事例によるＰＲについて

    宇都宮市では、「共働き子育てしやすい街」や「住みたい街」といった各種マス

媒体の調査結果を評価に用いているが、これらの媒体には実際に「移住して良かっ

た」という意見のランク付けが無い。実際に移住した人たちの好評価も更に集めて

もっとアピールするよう宇都宮市に要望すること。

  ウ 宇都宮市の住みやすさのＰＲについて

    東京との比較において、家賃や交通費、生活費などの基礎支出を減算した実質的

な可処分所得で総合的に比較すると宇都宮のほうが良いといった分析結果を用い

たアピールをしていくよう、宇都宮市に要望すること。

（４）宇都宮市の中小企業支援施策について
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  ア 重点支援産業の明確化

   中小企業支援施策を立案するにあたり、大企業と中小企業と単純に切り分けて検

討しても、対象となる中小企業のシェアは約９９％（内小規模企業約８４％）にあ

たるため、有効な支援結果を出すには不十分であると思われる。

   中小・小規模事業者の企業規模や事業内容は様々であり、もう少し区分を細分化

して施策を議論し、重点的に支援すべき地域の産業は何かを考えて予算措置するよ

う宇都宮市に要望すること。

   

  イ 売上向上・販路拡大支援について

   生産性向上やデジタル化支援施策も重要であるが、売上向上に繋がる支援施策も

必要である。

    販路開拓を目指すため、東京ギフトショーに宇都宮商工会議所のブースで出展し

た企業から、多くの反響があったとの説明を受けた。

   他都市のブースでは、新たなイノベーションを起こそうと、行政・商工会議所・

企業等が地域ぐるみで売り込みを掛けていることから、宇都宮も地域ぐるみで地元

企業の販路拡大のために展示会出展支援を積極的に取り組むこと。

  ウ キャッシュレス決済の決済手数料について

  （ア）キャッシュレス決済手数料の軽減について

     ＥＣ決済は殆どキャッシュレスであり、大型商業施設に出店すれば施設専用の

ＰＯＳレジを使用するため料率の交渉すら難しい。商工会議所が会員サービスと

して安価な料率の実現にむけて検討すること。

  （イ）キャッシュレス決済手数料の補助について

    宇都宮市のＩＣＴ利活用補助金では、キャッシュレス決済対応のＰＯＳレジが

補助対象となっているが、ハードを入れるのは簡単であり、いかにランニングコ

ストを下げて使いこなすかが企業の課題と考える。キャッシュレス導入をより一

層拡充するため決済手数料を同補助金の対象経費とするよう要望すること。

５ （参考）補足資料
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（１）中小・小規模企業の課題について（2025 年版中小企業白書の概要から抜粋）

   円安・物価高の継続や「金利のある世界」の到来による生産・投資コスト増、構造

的な人手不足など、中小企業・小規模事業者が直面する状況は依然として厳しい。

  ア 売上高・経常利益の推移（企業規模別）

    中小企業全体の経常利益は長期的には上昇傾向で推移しているが、大企業と比較

して伸び悩み、その差は拡大している。

  イ 経常利益の推移（中小企業、業種別）

   業種毎にバラツキがあり、サービス業が伸び悩んでいる。

  

  ウ 賃金・賃上げの動向および労働分配率の推移（企業規模別）

    2024 年の春季労使交渉では、約 30 年ぶりの賃上げ率を達成し、中小企業におい
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ては＋4.5％に迫る水準であったが、大企業との差は拡大している。

    雇用の７割を占める中小企業・小規模事業者において、今後も大企業の水準につ

いていけなければ、人材流出を招く可能性がある。

  エ 労働分配率の推移（企業規模別）

    中小・小規模企業の労働分配率（付加価値額に占める人件費の割合）は８割近く、

更なる賃上げ余力も厳しい状況にある。

  オ 従業員数過不足ＤＩの推移（規模・業種別）

    殆どの業種で人手不足が深刻化している。業績改善なき賃上げ（防衛的賃上げ）
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も増えており、コストカット戦略は限界である。

   営業利益向上による賃上げ余力の創出が必要であり、積極的な設備投資・デジタ

ル化と、適切な価格設定・価格転嫁の推進により、労働生産性を高めていくことが

重要である。

  カ 不足している職種（企業規模別）

    販売従業者・サービス職業従業者・建設作業者をはじめとした「現業職」を挙げ

る事業者が最も多く、管理職・事務職の不足感と大きな差がある。

  キ 労働生産性の推移（企業規模別）

    賃上げ余力を高めるためには、労働生産性を高めることが重要だが、大企業の
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労働生産性は上昇傾向にあるのに対し、中小企業では伸び悩んでいる。足下で改

善傾向にあるものの、約 30 年前と比較しても緩やかに低下する傾向で推移して

いる。

  ク 労働生産性の推移（中小企業、業種別）

    業種ごとの推移を見ると、ほとんどの業種で横ばいの傾向で推移しており、特

にサービス業の伸びは小さい。

  ケ 中小企業のデジタル化への取り組み段階

     労働生産性の向上が期待できるデジタル化は、多くの中小企業・小規模事業者

30年前

コロナ禍
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が取り組んでおり、足下で大きく進展したが、業務効率化やデータ分析、ＤＸへ

進展していない。

  コ ソフトウェア投資比率（企業規模別）

     中小企業の設備投資額の総額に占めるソフトウェア投資額の比率は、大企業と

比較すると低い水準で推移している。

（２）中小・小規模事業者のデジタル化への課題

   生産年齢人口が将来減少傾向にあるなか、中小・小規模企業の生産性向上のための
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デジタル化推進が求められるが、それを推進するデジタル人材が不足している。

  ア 市内企業の業務のデジタル化推進にあたっての課題

（出典：宇都宮市提供資料 市内事業者へのアンケート結果）

  イ デジタル人材の偏在性

    全国のＩＴ技術者のうち、約６割が東京圏（埼玉・東京・千葉・神奈川）に集中

している。

（出典：総務省 活力ある地域社会の実現に向けた情報通信基盤と利活用の在り方に関する懇談会資料

     「デジタル人材の育成・定着方法及び関係者の連携体制構築の在り方について」）

（３）宇都宮市の生産年齢人口の減少について

  宇都宮市の人口は、平成 29(2017)年の約 52 万人がピークであった。
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   今後の宇都宮市の人口推計によると、少子高齢化の進展により、2050 年には約 42

万人にまで減少する。高齢化率 (65 歳以上) は約４割、年少人口(15 歳未満)は約１

割、生産年齢人口(15 歳以上～65 歳未満)は約５割にまで減少すると推計されている。

  ア 宇都宮市の人口推計

（補足）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」2050 年推計

宇都宮市 栃木県

総人口 455,580 人 1,502,202 人

年小人口 46,027 人(10.1%)   137,509 人(9.15%)

生産年齢人口 245,176 人(53.82%)   769,354 人(51.22%)

老年人口 164,377 人(36.08%)   595,339 人(39.63%)

（４）移住・定住の促進について

  ア 2024 年 宇都宮市の評価（ランキング）
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   ・共働き子育てしやすい街 ２位（前回２位）
    （出典：日経×woman「共働き子育てしやすい街ランキング」20 万人以上都市）

   ・住みたい街       ４位（前回４位）
    （出典：大東建託㈱「住みたい街ランキング」北関東版）

   ・住みよさ        ６位（前回３位）
    （出典：東洋経済新報社「都市データパック」50 万人以上都市）

   ・財政健全度       ７位（前回１６位）
    （出典：日経ＢＰ総合研究所「シティブランド・ランキング」都道府県庁所在地）

  イ 都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）

    東京都の可処分所得は全世帯平均で３位であるが、中央世帯の平均は１２位、一

方、中央世帯の基礎支出は最も高いため、可処分所得と基礎支出の差額は４２位、更

に、費用換算した都道府県別の通勤時間を差し引くと最下位になる。

        （出典：国土交通省 国土の長期展望専門委員会（第 13回）「地方の豊かさに関する参考資料」）

（補足）

赤枠は東京、黒枠は栃木

青１段目 可処分所得（全世帯）  東京 3位 栃木 12 位

青２段目 可処分所得（中央世帯：上位 40％～60％の世帯） 東京 12位 栃木 22 位

桃３段目 基礎支出（中央世帯）（食料費、家賃、水道光熱費）東京 1位、栃木 11位

緑４段目 可処分所得（中央世帯）－基礎支出（中央世帯）東京 42 位、栃木 28位

黄５段目 可処分所得（中央世帯）－基礎支出（中央世帯）－費用換算した通勤時間

     東京 47 位、栃木 27位
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(出典：国土交通省 国土の長期展望専門委員会（第 13 回）

    【参考掲載】 問い合わせを多くいただく資料２－４ １８ページのデータ（東京４２位））
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   （補足）赤枠は東京、神奈川、千葉、埼玉の順  黒枠は栃木で 15位

  （補足）赤は東京、黒枠は栃木で 22位
     （出典：国土交通省 国土の長期展望専門委員会（第 13回）「地方の豊かさに関する参考資料」）
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（５）学生の就職観や就職活動について（宇都宮大学の状況）   

   近年の若者（いわゆるＺ世代）の考え方について、市内唯一の国立大学である宇都

宮大学から説明を受けた。

  ア 学生の情報源について

  （ア）スマートフォンの普及やコロナ禍でのオンライン授業などにより、スマートフ

ォンを駆使した情報収集が一般的になっている。

  （イ）学生は概ね大手就職ナビサイト（マイナビ・リクナビなど）に登録し、それを

メインで使っている。大学側でも登録会といった指導があることも一因となって

いる。

  （ウ）口コミサイト（ワンキャリア、みん就など）を良く見ている。

  イ インターンシップについて

  （ア）学生にとって、インターンシップへの参加は就職活動の一つのプロセスとして

定着してきている。（文系５割、理系７割）

  （イ）大学の就職ガイダンスや就活セミナーは大学３年生からはじまるが、インター

ンシップは大学２年生から参加する傾向にある。

  （ウ）大学主催のインターンシップのガイダンスには多くの学生が参加する傾向にあ

り、強く意識されているトピックである。

  （エ）インターンシップから早期選考する大手企業がますます増えている。

  （オ）採用予定が無くともインターンシップを実施する企業は有り、学生もそこはあ

まり気にしていない。

  ウ 職業選択における価値観（エドガーシャインの「キャリアアンカー」から）

   職業を選択の際に重視するポイント（８種）

専門・職能別能力 特定分野で「専門家」として能力を発揮したいタイプ

経営管理能力 「管理職」として自身の能力を発揮したいタイプ

自律・独立 フリーランスとして「自分のペースやスタイル」で仕事を進めた

いタイプ

保障・安定 「保障」や「安全性」を重視して働きたいタイプ

起業家的創造性 リスクを恐れず、新しい商品・サービスを創り出したいタイプ

奉仕・社会貢献 社会的に必要とされている分野で力を発揮したいタイプ

純粋な挑戦 あえて困難な状況に飛び込んで挑戦するタイプ

生活様式 「ワークライフバランス」を常に考えているタイプ

  （ア）学生に対して診断テストを行うと、どの学部・クラスでも「保証・安定」が一

番多く、次いで「奉仕・社会貢献」、「生活様式」の三つに分かれる。

（イ）上位３つのアンカー以外は、９０人のクラスでも、それぞれ２～３人程度しか

手が挙がらない状況である。（但し、地方国立大学の特徴で、安定志向の学生が

多いだけなのかもしれない点には注意しないといけない。）

  エ ワークライフバランスについて

  （ア）男女問わずワークライフバランスを非常に重視する傾向がある。

  （イ）男性にとって、女性が働きやすい職場は、男性も働きやすいという意識を持っ

ている。

  （ウ）合同説明会に男性社員だけで来る会社には好印象を持たない。
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  オ その他、学生の特徴について

  （ア）転職や副業（動画編集など）を前提にキャリアを考えている学生は多い。

  （イ）やりたくない仕事への急な異動や急な転勤は嫌だと思う傾向が強い。

  （ウ）大手企業のコース別採用や、事前に配属先を決めてからの入社には関心を持っ

ている。

  （エ）タイムパフォーマンスを重視し、合理化や適正化を追求する。会社の謎のルー

ルや理不尽で無駄な習慣を嫌う。

  （オ）コロナ禍を経て家族との関係性は強くなっており、進路についても親の意見が

重要視される傾向にある。

  （カ）学生にとって貸与型奨学金は非常に大きなネックである。会社選びにおいては

「給与、休日、福利厚生」などを真っ先に確認し、この壁を乗り越えた先に「や

りがい」や「仕事内容」に目を向ける学生も多い。

  （キ）男性・女性、非正規、高齢者など、多様な人材がモチベーションを維持して活

躍できる職場であるかなどの人事制度に非常に興味を示す。

  （ク）会社の教育制度は集合型の勉強会といったイメージしか持っていない。ワンオ

ンワンのＯＪＴ制度について説明すると、非常に良い印象を持ち安心する。

  （ケ）元気が良い者や自分の部下に甘い評価をするといった評価者が陥るエラーにつ

いて、学生のレポートからみると、自分自身が公平に評価されるべきことは勿論

であるが、自分が上司になったときは公平な評価が出来るようになりたいと強く

考えている。

  カ （参考）若手従業員の出世意欲について

    ソニー生命「社会人１年目と２年目の意識調査 2024」から

    課長や部長、役員などに出世したいと思わない社会人は、１年目で４４％、２年

目になると５３％と増加している。昇進・昇格が全ての若者のモチベーションには

なっておらず、逆に、嫌だと思う可能性もあるっていうことがうかがえる。



- 32 -

（６）宇都宮市の中小企業支援について

   

  ア 令和７年度予算における人材確保・育成支援およびＩＣＴ活用・生産性向上支援

施策

事業費 事業 予算

金融対策費 中小企業事業資金貸付金

信用保証料補助金

16,900 百万円

133,000 千円

中小企業対策費 ＩＣＴ利活用促進事業

・ＩＴ関連費用への補助

中小企業高度化設備設置補助金

・1台あたり 300 万円以上の設備導入への補助

3,660 千円

82,000 千円

就業支援費 将来の市内就職促進事業

・じぶん×未来フェア

就職促進事業

・高校・大学生の保護者向けセミナー

・人材確保定着のための事業所向けセミナー

11,375 千円

1,409 千円

雇用支援対策費 就職困難者雇用奨励金

・高齢者、障がい者、ひとり親等の雇用奨励金

ＵＪＩターン人材確保支援補助金

・県外学生がインターンシップや就活に要した

交通費等の補助

市内企業就職者奨学金返済支援補助金

・企業が従業員の奨学金返還に補助をした場合

の補助

ＩＴパスポート取得支援補助金

・企業が従業員の受験料に補助をした場合の

補助

2,545 千円

793 千円

3,000 千円

375 千円
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